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－戦後から高度成長期－

























































































































































































































































8・1～3 日本労働組合総同盟（総同盟）結成 9・27 労働関係調整法公布
8・19～21 全日本産業別労働組合会議（産別会議）結成 12・18 極東委員会，日本の労働
組合奨励に関する16原則決定





2・1 スト（中止） 1・31 マッカーサー元帥ゼネス
ト禁止指令
3・10 全国労働組合協議会（全労連）結成 2・6 経済復興会議成立
6・5 国鉄労働組合（国労）結成 4・1 労働基準法公布
6・8 日本教職員組合（日教組）結成 5・19 経営者団体連合会設立
（48年4月12日日本経営者団体連
盟へ改称）
7 日本炭鉱労働組合同盟（旧炭労）結成 6・1 片山社会党首班内閣成立
8・11 全国官公庁労働組合連絡協議会（全官公）結成 10・21 国家公務員法公布





















































































































































































































































































































































































































瓦斯・電気・水道業 95．3 87．1 76．5 86．0
運輸通信業 87．9 － 31．2 38．5
公務及び団体 52．6 75．1 9．2 11．7
合計 62．8 29．3 40．6 56．3
出所）労働省『資料労働運動史』昭和23年版1，050頁及び昭和24年版898頁。
注1）1948年は機械工業・金属器具工業，1949年は金属工業・機械器具工業となっている。
注2）運輸通信業の総組合員数に対する割合（昭和22年）は誤植のため－と記す。
23 労働協約の内容は『資料労働運動史―22年版―』，791～811頁。
24『資料労働運動史－昭和24年版－』1，028頁。
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ここに，国労や全逓など官公庁労働組合の協約体制は終止符を打たれた。
本稿に関わる産業における労働協約締結率（各年6月1日現在）を見ると
表3の通りである。1949年には，前年に比べて，民間産業において，石炭鉱
業と紡績工業を除いて若干低下しているが，公務関係においては，締結率及
び適用率がともに激減している（なお，合計の締結率の低下と適用率の上昇
については，不明である）。
官公庁労働組合の団体交渉権及び争議権の否認に続いて，1948年年末から，
GHQは日本政府に対して労働組合法の改正準備を指示していたが，その後，
労働省の次官通達などを通して，労働組合の資格審査や労働協約のあり方に
ついても個別指導がなされていった25。1949年6月労働組合法は改正され，
なかでも，協約の自動延長の排除条項のため，経営側の協約改訂交渉の提起
の中で，無協約状態に陥る組合も少なからず見られることとなった26。そし
て，単位労働組合をベースにして「自主的」な交渉を通して協約を結ぶとい
う，戦後の企業別組合が形成されていった。
こうして見ると，大河内一男編（1954）の「宿命」の企業別組合成立は，
戦後における産別結集が勝ち取った産別労働協約を，GHQ，政府そして経
営が言わば抑圧することによって，作りだされたものであった。つまり，戦
後直後の事業所別組合・企業別組合に留まることなく，労働者が自然と産業
別に結集していったという側面を見逃すことはできないのである。企業別組
合は，日本の労働者の自然な発露でも宿命でもない。
とはいえ，産別結集が，自然と産業別協約を可能にするわけでもない。そ
れが可能であったのは，国鉄，逓信，電気事業そして石炭産業という国家独
占体の産業・部門であったことには，注意しなければならない。産別団体交
渉を通して産別労働協約を締結するには，産業別組合だけではなく，交渉と
協約締結のもう一方の当事者すなわち経営者団体の状況と成長を見る必要が
あるのである。
本稿では扱わなかったが，大河内一男編（1954）の対象ともなっている全
25 兵藤釗前掲書（1997），77‐79頁。
26 同上，82‐83頁。
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繊同盟は，産別交渉－産別協約に至らなかった。というのは，戦後初期の繊
維産業における経営者団体は，綿紡，化繊，羊毛，生糸，麻など，それぞれ
の「業種別経営者団体」が産業別交渉を避けて「分断交渉」をしていたから
である27。産業別に経営者を結集させ切れないという面もあろうが，産別協
約に至るまでの一方の当事者としての経営者団体の動きと分析は欠かせない
と言えよう。また，金属産業という大きな産業別組合を目指した全金同盟が，
産別交渉－産別労働協約に成功することなく，様々な業種別に分解していっ
たことも，交渉の当事者はひとり労働組合だけではないという当然の真理を
示していよう。
いずれにしても，戦後の産業別労働組合の試みは，一旦挫折した。大河内
一男編（1954）は，挫折の後に残された労働組合を「企業別組合」として宿
命論的に扱った。しかし，現実の労働運動は，そうした枠組みでとらえきれ
るものではなかった。次節で詳しく述べるように，全金同盟出身の髙野実が
事務局長の座にあって，「組合員個人を単位とする産業別組合運動」（総評第
2回大会）に執着する一方28，企業別労働組合という現実を踏まえた産業別
統一闘争への道も模索された。1950年代前半の産別賃金決定の混乱の時代は，
こうした産別組合の理想と企業別組合のリアリズムとの相克の中にあったと
も言うことができる。
27 松村文人前掲書（2013），22頁。
28 兵藤釗前掲書（1997），102頁。
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